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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

新規会員加入会時のポイント付与の処理 

 

≪内容≫ 

関与先のエステサロンＡ社は、新規会員加入時に付与されるポイントを新たに導入しましたが、この

ようなポイントは販売には付随しないで付与されるため、加入時の事業年度において、企業会計上認め

られているポイント等引当金の計上は法人税法上も認められるのでしょうか。 

 

『答』 

  法人税法上は、当然ながら引当金の繰入れに対する損金算入は認められません。従って、企業会計上、引当

金を設けた場合には、法人税上では、申告調整が必要となります。 

 

（解説） 

１ 平成30年度に改訂された法人税基本通達では、収益認識会計基準に合わせた処理が容認されてお

り、商品の販売等に付随するポイントについては、一定の場合、前受け処理も可能とされました。 

つまり、資産の販売等に伴い、自己発行ポイント等を相手方に付与する場合において、次に掲げる

要件の全てに該当するときは、継続適用を条件として、当該自己発行ポイント等について当初の資産

の販売等とは別に、将来の取引に係る収入の一部又は全部の前受けとすることができることを明らか

にしています（法基通2－1－1の7）。 

(1)その付与した自己発行ポイント等が当初の資産の販売等の契約を締結しなければ相手方が受け取

れない重要な権利を与えるものであること。 

(2)その付与した自己発行ポイント等が発行年度ごとに区分して管理されていること。 

(3)法人がその付与した自己発行ポイント等に関する権利につきその有効期限を経過したこと、規約

その他の契約で定める違反事項に相手方が抵触したことその他の当該法人の責に帰さないやむを

得ない事情があること以外の理由により一方的に失わせることができないことが規約その他の契

約において明らかにされていること。 
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(4)次のいずれかの要件を満たすこと。 

イ その付与した自己発行ポイント等の呈示があった場合に値引き等をする金額が明らかにされ

ており、かつ、将来の資産の販売等に際して、たとえ1ポイント又は1枚のクーポンの呈示があ

っても値引き等をすることとされていること。 

ロ その付与した自己発行ポイント等が当該法人以外の者が運営するポイント等又は自ら運営す

る他の自己発行ポイント等で、イに該当するものと所定の交換比率により交換できることとさ

れていること。 

２ しかし、一口に「ポイント」といっても多様な形態があり、会計と法人税の処理が一致しないもの

もあります。 

３ なお、法人税法上は、仮に、ご質問のケースのような新規会員加入時に付与されるポイント等引当

金が計上されている場合には、債務確定基準に従い、引当金の繰入額が損金不算入となっていますの

で、引当金の繰入れに対する損金算入は認められません（法22③）。従って、会計と法人税で処理が

一致せず、申告調整が必要となります。 
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